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財政事情説明書 
 

令和５年６月１日 公表  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

島原市の財政 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び島原市財

政状況の公表に関する条例（昭和３９年島原市条例第３３号）第２条第１項の

規定により、本市の財政状況を次のとおり公表する。  

 

                   

      令和５年６月１日 

                      島原市長 古川 隆三郎 
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（目的別、借入先別市債残高の状況）
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行財政運営の推進に当たっては、市民の皆様に本市の財政状況等についてのご

理解を得ることが不可欠であり、そのためにも財政に関する情報を積極的に公表

し、情報を共有することが必要との考えから、年２回、財政事情説明書を公表し

ております。

今回は、令和４年度の最終予算及び令和５年３月３１日現在の執行状況につい

てご説明いたします。今後とも市民皆様に、より見やすく分かりやすいものとな

るよう努めてまいりますので、市政への関心を高めていただき、より一層のご協

力を賜りますようお願いします。

はじめに



一般会計

特別会計

　

・

・

・

　地方公共団体の会計は、「一般会計」、「特別会計」の２つに区分されます。

　一般会計は、市税や地方交付税などを主な財源として、福祉や教育の充実、各種産業の活性

化や道路などの基盤整備といった行政運営の基本的な経費が計上されます。

後期高齢者医療特別会計

　　２）市条例により設置しているもの

温泉給湯事業特別会計

　特別会計は、交通や病院など特定の事業を行う場合、その特定の収入でもって特定の支出に

あてて、一般会計とは区分して経理を行う必要がある場合に設置されるもので、本市では、法

令や条例に基づき下記の通り設置しています。

　　１）法令により設置が義務付けられているもの

国民健康保険事業特別会計

１.会計区分

１



　令和４年度予算について、最終予算及び令和５年３月３１日までの予算の執行状況につい

て説明します。

　一般会計の当初予算は240億8,800万円でしたが、補正１～12号により24億6,995万5千

円の増額補正を行い、予算総額は265億5,795万5千円となりました。

　以下、図表により説明します。

　

２.令和４年度の最終予算及び執行状況について

義務的経費

46.7%

投資的経費

12.4%

その他

40.9%

扶助費

24.7%

人件費

12.5%

公債費 9.5%
普通建設事業費

12.4%
災害復旧事業費

0.0%

補助費等

14.4%

物件費

14.0%

繰出金 8.8%

維持補修費

0.5%
その他

3.2%

自主財源

32.1%

依存財源

67.9%

市税

16.7%

繰入金

6.8%

寄附金

3.8%

その他 4.8%

国庫支出金

22.3%

地方交付税

25.6%

県支出金

7.9%

市債
7.8%

その他

4.3%

【 一般会計最終予算額 ２６５億５，７９５万５千円 】

歳出：性質別構成歳入：財源別構成

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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【令 和 ４ 年 度 一 般 会 計 最 終 予 算】 （当初予算～12号補正）

（単位：千円）

当 初 予 算 額 補    正    額 計

1 市 税 4,433,352 0 4,433,352

2 地 方 譲 与 税 166,320 278 166,598

3 利 子 割 交 付 金 1,800 0 1,800

4 配 当 割 交 付 金 9,000 0 9,000

5 株式等譲渡所得割交付金 6,000 0 6,000

6 法 人 事 業 税 交 付 金 14,000 0 14,000

7 地 方 消 費 税 交 付 金 940,000 0 940,000

歳 8 環 境 性 能 割 交 付 金 8,100 0 8,100

9 地 方 特 例 交 付 金 10,000 0 10,000

10 地 方 交 付 税 6,450,000 355,597 6,805,597

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 6,000 0 6,000

12 分 担 金 及 び 負 担 金 59,239 0 59,239

13 使 用 料 及 び 手 数 料 316,566 0 316,566

14 国 庫 支 出 金 4,533,491 1,379,943 5,913,434

15 県 支 出 金 2,017,663 82,197 2,099,860

入 16 財 産 収 入 39,470 50,852 90,322

17 寄 附 金 1,100,057 △ 93,234 1,006,823

18 繰 入 金 1,985,318 △ 187,242 1,798,076

19 繰 越 金 1 441,904 441,905

20 諸 収 入 305,923 63,058 368,981

21 市 債 1,685,700 376,602 2,062,302

24,088,000 2,469,955 26,557,955

当 初 予 算 額 補    正    額 計

1 議 会 費 213,237 △ 6,346 206,891

2 総 務 費 3,270,502 206,254 3,476,756

3 民 生 費 10,248,408 609,809 10,858,217

4 衛 生 費 2,031,372 367,339 2,398,711

歳 5 労 働 費 14,872 0 14,872

6 農 林 水 産 業 費 640,574 266,588 907,162

7 商 工 費 835,365 257,620 1,092,985

8 土 木 費 1,977,175 143,755 2,120,930

9 消 防 費 661,773 △ 5,857 655,916

出 10 教 育 費 1,703,211 570,785 2,273,996

11 災 害 復 旧 費 9 0 9

12 公 債 費 2,471,500 60,008 2,531,508

13 諸 支 出 金 2 0 2

14 予 備 費 20,000 0 20,000

24,088,000 2,469,955 26,557,955

【令 和 ４ 年 度 特 別 会 計 最 終 予 算】 （当初予算～3号補正）

（単位：千円）

当 初 予 算 額 補  正  額 計

6,640,477 101,376 6,741,853

122,452 3,000 125,452

701,427 0 701,427

7,464,356 104,376 7,568,732

後 期 高 齢 者 医 療

合　　　　　　計

国 民 健 康 保 険 事 業

温 泉 給 湯 事 業

款

款

会　　計　　別

歳       出       合        計

歳       入       合        計

３



〈　歳　　　入　〉

〈　歳　　　出　〉

【令 和 ４ 年 度 特 別 会 計 予 算 の 執 行 状 況】

（単位：百万円） （単位：百万円）

【令 和 ４年 度 一 般 会 計 予 算 の 執 行 状 況】

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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2,000

4,000

6,000

8,000

市税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 繰入金 繰越金 市債 その他

予算
収入済

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費 土木費 教育費 公債費 その他

予算額

支出済額

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

国民健康保険

予算額
収入済額
支出済額
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（１）  財    産

土    地 3,085,612㎡  出資による権利 264,066 千円

建    物 237,365㎡  有   価  証  券 72,645 千円

基             金 8,588,466 千円

（２）  市 　債
目   的   別   現   債   高   状   況

【 目  的  別  現  債  高 の 状  況 】 （単位：千円）

現 債 高

一　般　会　計 21,825,366 99.1%

１． 普        通        債 11,222,156 50.9%

(1) 総 務 564,116 2.6%

(2) 民 生 846,887 3.8%

(3) 衛 生 1,990,458 9.0%

(4) 農 林 水 産 778,268 3.5%

(5) 商 工 263,894 1.2%

(6) 土 木 3,766,995 17.1%

(7) 消 防 458,422 2.1%

(8) 教 育 2,553,116 11.6%

２． 災    害    復    旧 3,478,624 15.8%

(1) 土 木 16,165 0.1%

(2) 農 林 6,301 0.0%

(3) そ の 他 （ 総 務 ） 3,455,658 15.7%

(4) そ の 他 （ 教 育 ） 500 0.0%

３． そ       の       他 7,124,586 32.3%

(1) 減 税 補 て ん 債 96,806 0.4%

(2) 臨 時 財 政 対 策 債 7,027,780 31.9%

特　別　会　計 207,916 0.9%

207,916 0.9%

22,033,282 100.0%

令和５年３月３１日の市債現債高は２２０億３，３２８万２千円となっており、前年同時期の

令和４年３月３１日と比較する１７億７，０８７万９千円（７．４４％）減となりました。

合            計

温 泉 給 湯 事 業

（単位：千円）

（令和５年３月３１日現在）

区            分
令和５年３月３１日　現在

構 成 率

３.財産・市債・一時借入金の状況について

０4．１０．１ ０4．１０．１

～０5．３．３１　 ～０5．３．３１　

現債高 借入額 償還額 現債高

22,734,550 536,022 1,237,290 22,033,282

０5．３．３１０4．９．３０

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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【 借 入 先 別 現 債 高 の 状 況 】

温泉給湯事業

構 成 比

100.0%

（３）  一  時  借  入  金 なし

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 207,916千円

［  一  般  会  計  ］

［  特  別  会  計  ］

借　入　先 市債現在高

政府資金

62.9%
公庫資金

28.3%

民間等資金

8.8%

財務省理財局

62.5%

日本郵政

0.4%

地方公共団体

金融機構

28.3%

市中銀行

3.7%

共済組合等

1.5%
その他

3.7%

市債現在高

218億2,536万6千円

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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（単位 ： 千円、％）

予算額 構成比
未収入額

（Ａ）－（Ｂ）

1,630,819 37.1 93,052

個 人 1,416,919 32.4 91,356

法 人 213,900 4.7 1,696

1,961,845 44.3 33,549

固 定 資 産 税 1,952,485 44.1 33,549

国有資産等所在

市 町 村 交 付 金
9,360 0.2 0

軽 自 動 車 税 187,807 4.1 3,376

市 た ば こ 税 310,217 7.6 44

入 湯 税 13,705 0.3 0

都 市 計 画 税 301,022 6.8 6,045

計 4,405,415 100 136,066

滞 納 繰 越 分 27,937 - 203,222

総 計 4,433,352 - 339,288

（注）

市　　　　　　　債

合　　　　　　　計

     市債（借入金）は、市税のように市民の直接的な負担ではなく、市の収入の中から

　年々償還している間接的な負担です。

・人口４２，７６５人、世帯数１９，７１９世帯  （令和５年３月３１日現在）

・市税は、個人市民税・固定資産税（交付金・納付金は除く）・軽自動車税・ 都市計画税の調定額

で､ 滞納繰越分を除いて計上｡

・市債は一般会計分を計上。

千円

4,141,579

21,825,366

区　　　　　　　分

市　　　　　　　税

1,316,84925,966,945 607,201

321,230

1人当たり

円

96,845

315,185

4,611,736

21,177

4,632,913

510,356

総　　額 1世帯当たり

210,030

円

1,106,819

4,972,201

224,399

4,747,802

　　令和５年３月３１日現在の市税や借入金など市民負担の状況は次のとおりです。

　　市　　民　　税

14,645

358,257

192,852

9,163

2,091,742

2,100,905

224,158

1,535,755

1,759,913

調定額 (A)

1,666,861

収入済額 (B)

189,476

358,213

14,645

1,444,399

222,462

2,067,356

2,058,193

9,163

税　　　　   　目

　　固　定　資　産　税

（１） 市税の税目毎賦課徴収状況

（２） 市税と市債の市民１人当たり及び１世帯当たりの負担状況

４.令和４年度市民負担の状況

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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歳 入 科 目 名 内　　　　　　　　　　　　　　　容

地 方 消 費 税 交 付 金
消費税１０％のうち２.２％分を財源として、その一部を県が人口など一定の基準により

市に対し交付するものです。

環 境 性 能 割 交 付 金
普通自動車の取得時に環境性能に応じて賦課される自動車税環境性能割を、市町村道の

延長・面積等一定の基準により県が市町村に対して交付するものです。

地 方 特 例 交 付 金
税源移譲により、所得税で控除しきれない住宅ローン控除額を市民税から控除すること

になったことに伴い生じる減収を補てんするため交付されるものです。

地 方 交 付 税

市町村によって生じている税収入の格差を是正し、一定の行政水準を保つために国から

交付される交付金です。国税３税（所得税、酒税、法人税）に消費税、地方法人税を加

えた５税が原資となっています。

市町村が標準的な行政を行うために財源を保障するための「普通交付税」と各市町村の

特殊事情によって生じた財政需要を補うための「特別交付税」があります。

交通安全対策特別交付金

道路交通法に定める反則金を財源として、道路交通安全施設（道路照明灯、カーブミ

ラー等）の設置及び管理に要する経費に充てるために、交通事故件数などを基準に国が

市に対して交付するものです。

分 担 金 及 び 負 担 金
市が行う事業により利益を受ける方から、その受益を限度として徴収するものです。保

育所の保育料などが該当します。

使 用 料 及 び 手 数 料

市が所有し、または管理している施設の利用や特定の人のために行う行政サービスの対

価として徴収するものです。公共施設の使用料や住民票の写しの交付手数料等が該当

し、その施設の維持管理や行政サービスを行うための財源となります。

国 庫 支 出 金
国と市の行う事業の経費負担区分に基づいて、国が市に対して支出するものです。負担

金、委託費、特定の施設の奨励または財政援助のための補助金などがあります。

県 支 出 金
市が行う事業に対しての交付です。県自らの施策として単独で交付するものと、県が国

庫支出金を経費の全部または一部として交付するもの（間接補助金）があります。

財 産 収 入
市が有する財産などの貸付けによって生じる対価や基金の運用による利息等の財産運用

収入と、公共用地の売払収入があります。

寄 附 金
市に対する民法上の金銭の無償譲渡です。使途を特定しない一般寄附金と使途を特定し

た指定寄附金とがあります。

市 債

市が道路整備や学校建設などの事業を行うにあたり、財源が不足する場合、特に一時に

多額の資金を必要とするときに、外部（財政融資資金・地方公共団体金融機構・銀行な

ど）から資金を調達するもので、長期的な借入金です。また、地方債を発行することを

「起債」といいます。

繰 入 金
一般会計、特別会計及び基金の間で、相互に資金運用をするものです。他の会計や基金

から資金が移される場合を「繰入」、移す場合を「繰出」といいます。

繰 越 金 前年度の決算で生じた余剰金を、翌年度の歳入に編入するときの収入です。

諸 収 入
収入の性質により、他のどの収入科目に含まれない収入をまとめたものです。延滞金、

預金利子、貸付金元利収入、雑入などがあります。
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人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

歳 出 科 目 名 内　　　　　　　　　　　　　　　容

労 働 費 勤労者のための各種施設の設置・管理にかかる経費です。

農 林 水 産 業 費 農業や水産業など、第一次産業の振興にかかる経費です。

商 工 費 商工業の振興や企業誘致、観光の振興にかかる経費です。

土 木 費 道路や公園の整備、都市計画、公営住宅などにかかる経費です。

消 防 費
消防や火災予防などをはじめ災害対策にかかる経費で、消防・救急活動について

は、消防団のほか広域市町村圏組合による共同運営で行っています。

教 育 費
小・中学校教育、公民館や図書館の管理・運営、生涯学習の推進、文化・スポーツ

の振興等などに係る経費です。

災 害 復 旧 費 大雨や暴風、地震などの自然災害により被災した施設の復旧にかかる経費です。

公 債 費
事業執行の財源として借り入れた市債や一時借入金の元金・利子の償還にかかる経

費です。

投 資 的 経 費

その支出が資本の形成に向けられ、施設などが将来に残るものに対して支出される

ものをいい、道路や橋、公園の整備、学校や公営住宅などの公共用施設の新増設に

かかる経費である普通建設事業費や災害復旧事業費が該当します。

諸 支 出 金
他のどの支出科目にも目的が該当しない科目で、土地や建物などの取得にかかる経

費です。

予 備 費
緊急を要する場合など、予算外の支出に充てるため使途を特定しないで計上する経

費です。

歳 出 科 目 名 内　　　　　　　　　　　　　　　容

義

務

的

経

費

歳出経費のうち、法令或いは性質上その支出が義務付けられ任意に削減できない固定的な経費をいい、

歳出総額に占める割合が高くなるほど、財政の硬直化が進んでいることを示します。

職員給与、会計年度任用職員報酬、議員報酬、共済組合等への負担金などの経費で

す。

生活保護法や児童福祉法等の法令や条例に基づき被扶助者へお金や物品を提供する

経費で、生活保護費や児童手当、医療費助成、就学援助などがあります。

市が借り入れた市債の元利償還金や一時借入金の利子支払いにかかる経費です。

そ

の

他

の

経

費

消耗品費や光熱水費等の需用費、通信運搬費や手数料等の役務費、委託料など、市

の経費のうち消費的な経費の総称です。

市が管理する公共施設の活用を保全するための経費です。

（建物の大規模改修等は普通建設事業費に、備品等の修繕費は物件費に区分）

他の地方公共団体や民間に対して、行政上の目的により支出される経費で、団体に

対する負担金や補助金、講師謝礼等の報償金、保険料、公営企業への繰出金等があ

ります。

財政運営を計画的にするため、または将来の収支不足に備えるための基金や特定の

目的のために設けられた基金などに積み立てるための経費です。

９




